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研究成果の概要（和文）：JAにおける青果物の営業活動を担う人材育成の現状と課題、今後の育成方策について
検討した。
(1)JAグループの教育訓練（Off-JT）を、営業活動に必要な「対内」的活動および「対外」的活動の視点から整
理すると、「対内」的活動に関するものに偏っている。（2）青果物の営業活動における行動及び心理的特性
は、「対内」的活動を基盤とし、「対外」的活動と連動させたものとなっている。 (3)今後、青果物営業担当者
の育成には、販売改革のもとで見落とされがちな「対内」的活動の能力向上、「対内」的活動と「対外」的活動
を連動させるための研修体制やジョブローテーション等の人材育成計画が必要である。

研究成果の概要（英文）：In this research, we examined the current status and issues of human 
resource development responsible for marketing activities of fruits and vegetables in Japanese 
Agriculture Cooperatives (JA), and the development measures in the future. 
(1)The JA group's education and training (Off-JT) are biased toward "inside" activities in terms of
 "inside" activities and "outside" activities required for marketing activities. (2) Behavioral and 
psychological characteristics of fruit and vegetable marketing activities are based on 'internal' 
activities and are related to 'external' activities. (3) It is necessary to improve the ability of "
inside" activities that are often overlooked under “sales reform” and training to connect "inside"
 activities with "outside" activities in order to develop marketing personnel such as plans for 
human resource development and job rotation.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、JAにおける青果物マーケティングを担う「営業担当者」に焦点を当て、その育成方策のあり方を明ら
かにするということから、農産物マーケティング研究の新たな領域開拓を果たした。また、経営学における「経
験学習モデル」に依拠しつつも、心理的内面のプロセスに留意した分析を行うことで、経験学習モデル自体の発
展に寄与した。
そして、営業担当者を育成するための、研修・教育システム、組織内でのマネジメントを提示することで、営
農・経済事業の強化が求められているJA、さらにはわが国の青果物をめぐるフードシステムの持続的発展、に貢
献するものである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
青果物流通を取り巻く環境変化のもと、一部の農業協同組合（以下、JA）では量販店や外食・

中食企業等に対する直販事業への取り組みがみられ、JA による営業活動の重要性が高まって
いる。 
しかし、卸売市場での委託取引に依存してきた多くの JA にとっては、卸売市場に対する働

きかけが営業活動の中心であった。そのため、小売企業や業務系実需者への営業活動を直接経
験した人材は決して多くはなく、試行錯誤の営業となっている。また、“JA 改革”が求められ
る中で開催された 2015 年・JA 全国大会では、「マーケットインに基づく生産・販売事業方式
への転換」が JA の最重点課題のひとつとして掲げられ、その具体的な担い手でもある営業担
当者の育成が急務となっている。 
 
２．研究の目的 
本研究は、JA の青果物における営業活動に限定し、その営業活動を担う人材育成の現状と

課題を分析し、その育成方策やマネジメントのあり方について検討することを目的とする。 
 

３．研究の方法 
JA グループにおける教育・研修体制の視点から、営業担当者の育成についての現状と課題

を、全国、県域、そして単位 JA のレベルから明らかにする。具体的な方法は、ヒアリング調
査と質問紙調査である。 
単位 JA の営業担当者による「仕事の現場での経験を通し、それを省察（内省）することで

学習する」過程（「経験学習プロセス」）を分析することで、その特徴と課題を明らかにする。
具体的には、ヒアリング調査と PAC（Personal Attitude Construct）分析により課題にアプロ
ーチする。 
 
４．研究成果 
（1）Off-JT に対象を限定し、JA グループにおける営業人材育成に関する現状と課題を明ら
かにした。青果物営業について JA グループが展開する教育訓練は、事業別専門研修に位置づ
けられ、全国段階と県域段階でそれぞれ実施される Off-JT が確認された。一方、単位 JA が
独自に青果物営業に関する Off-JT を実施している例は、一部を除いてみられない。 

JA 県中および JA 全農県本部が実施する Off-JT について、営業活動に必要な「対内」的活
動および「対外」的活動の知識体系の位置づけを整理すると、Off-JT の多くが、「対外」的活
動よりも「対内」的活動に関するものに偏っている。「対内」的活動で求められる知識体系を、
生産振興戦略の策定、生産提案、営農指導、集荷促進とした場合、Off-JT の内容として最も多
かったのが集荷促進であり、次いで生産提案と営農指導である。それらは、系統販売を前提と
して、既存生産部会への対応スキル向上を目的として実施されている。一方、「対外」的活動で
求められる知識体系を、顧客・市場理解，面談・引き合いづくり、商品・サービスの提案、受
注納品とした場合、最も多かったのが顧客・市場理解である。その大半は、マーケティングの
総論や卸売市場流通の概況に関する知識習得に止まり、実務面で求められる知識・スキルの習
得を目的とはしていない。また、JA 全農県本部の系統販売力が強い県においては、その販売
力の強さ故に、単位 JA では営業活動やマーケティングに関する研修の必要性をそれほど認識
していないというジレンマも指摘された。 
しかし、各県とも「対外」的活動の対象である小売企業や業務系実需者と商談を行い、一方

で「対内」的活動の対象である生産者へ生産提案から、商品化のための営農サービス・営農指
導、集荷を実行する一連の仕組みを理解できる人材の必要性を強く認識している。そのため、
「対外」的活動と「対内」的活動を連動させる知識獲得のための Off-JT がいくつか確認された。 
 
（2）JA 青果物営業担当者を被験者として、営業活動における行動特性や心理特性を明らかに
した。被験者に共通する点としては、「対内」的活動を基盤として、「対外」的活動と連動させ
た営業活動を行っていることが指摘できる。このことは、対内的活動の連想項目からなるクラ
スターが対外的活動の連想項目からなるクラスターへ結束していることや、クラスターに対す
る解釈において「対内」的活動と「対外」的活動の連動がもたらす意義を認識していることを
示す発言にも現れている（図）。 

JA におけるの青果物営業活動の特徴は、取引先との商談を行う傍ら、生産者への生産提案
から、営農指導、集荷を実行するという、「対外」的活動と「対内」的活動の連動性にある。そ
して、高い連動性が幅広い営業行動へと結びついている。この連動性を重視する営業担当者の
態度・志向の基盤となるのが、「対内」的活動についての能力である。そして、その能力習得の
リソースとなっているのが、農業生産現場での営農指導経験である。 
さらに、被験者は職場内での教え合い等の支援、上司・先輩の行動や態度等の役割モデル、

そして付与された業務経験から、営業活動の知識・スキル、営業活動に対する信念・態度を学
んでいることが確認された。つまり、JA 販売事業を担う営業人材の育成において注視すべき
は、これまで見落とされがちであった「対内」的活動の能力向上にある。そして、営業活動の
二面性を理解し、その連動を実践するための適切な支援を与えることが必要であると考えられ
る。 



 
（3）JA が青果物営業担当者を体系的
に育成するには、個人の直接的な経験
のみを学習のリソースとするのでは
なく、Off-JT 等の組織的な育成環境
を整備する必要がある。営業活動の知
識獲得を目的とした Off-JT は、「実需
者確保を基本とした営業力の強化」の
ために、「対外」的活動の強化とそれ
に連動した「対内」的活動を充実させ
ることを目的とした Off-JT の取り組
みがみられるものの、その取り組みは
まだ緒についたばかりである。 
以上の課題を克服するための方策

として、「対内」的活動と「対外」的
活動を有機的に連動させるための知
識獲得という視点で構成された研修
体制の整備やジョブローテーション
等の人材育成計画を構築する必要が
ある。さらに、「対内」的活動能力の
向上においては、「対内」的活動のパ
ートナーである協同農業普及事業な
どと連携した人材育成、つまり「人材
育成をネットワーク化」していくこと
も考えられる。 
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図．被験者の連想項目とデンドログラム（PAC分析） 
資料：筆者作成． 
1）丸数字は被験者の重要順位を示す． 
2）（ ）内の符号は単独でのイメージを示す． 
3）CL はクラスターを示す． 
4）両矢印は，営業活動の対象範囲を示す． 
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